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特集 超高速化社会の企業経営
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Ⅳ　デジタル民主化の要諦

C O N T E N T S

要　約

デジタル民主化の推進と要諦
超高速化社会で勝ち残るには

1 コロナ禍を経て卓越した顧客体験と高い生産性で爆速化した企業が登場してきている。
ビジネスプロセスのスピードと全社大・サプライチェーンまで含めたデータ活用の両立
が優位性を生む。

2 その成功の背景には「デジタル民主化」があり、4 要素（ビジネス・プロセス・デー
タ・ガバナンス）の改革がある。

3 企業事例として、CEOの強いオーナーシップでデジタルカンパニーへと変革した創薬企
業、自律分散型組織でサプライチェーンまで含めたデジタル系列化を実現したグローバ
ル家電メーカー、の 2 事例を挙げる。

4 共通するのは、全社改革として、ビジネス戦略とIT・デジタル化を一体的に進め、組
織横断でのプロセス改革とデータマネジメントの実現である。CIO・CDOはデジタル民
主化を進め、サイロ化したデータと社員のポテンシャルを開放することを期待する。

北川園子
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Ⅰ	コロナ禍を経て爆速企業が登場

私たちはコロナ禍を通して、短期間に大き
く社会が変わるという教訓を得た。そうした
中で、卓越した顧客体験と圧倒的な生産性に
より、事業の規模と範囲を急拡大させた企業
（本稿では、そうした企業を「爆速企業」と
呼ぶ）が登場している（図 1）。
その典型例として、SHEIN社がある。
SHEIN社は若者向けのファッションECサイ
ト企業でコロナ禍前後に急成長した中国企業
である。2022年度の売上高は227億ドル（当
時のレートで約3.3兆円）で注1ユニクロを超
えており、欧米・アジア向けに展開してい
る。同社が提供する顧客体験は次のとおりで
ある。

•	ファッション好きの女性がパリのファッ
ションウィークで気になるドレスを見つ
けた

•	ネットで似たようなドレスを探したが見
つからなかった

•	しばらくしてSNS広告に気になっていた
ドレスに似たものが表示され、好みのカ

ラーとサイズを発見

•	早速購入すると 1週間ほどで自宅に届い
た

若者たちは、このように気軽にトレンドの
商品情報に触れられるだけでなく、価格が 5
～20ドル注2と安価で購入しやすいので、複
数枚購入することが多い。「当たりはずれ」
も織り込み済みのようである。
SHEIN社は、こうしたAIを駆使した圧倒
的なデジタルマーケティングに加え、少量多
品種生産を特徴としている。新作販売点数で
いえば、ユニクロが年に1000～2000点である
のに対し、SHEIN社は週10万点以上といわ
れており注2、在庫回転率が高いのが特徴で、
量・価格・スピードを武器に事業拡大してい
るのである。
コロナ禍には、SHEIN社のほかにも、さ
まざまな爆速企業が登場した。TikTokは創
業数年で世界10憶人が利用するSNSとなっ
た。ZoomはTV会議システムや他サービスが
占めていた市場を塗り替え、テレワークやオ
ンライン授業において誰もが知るソフトウエ
アになった。テスラのモデルYは2023年に

図1　爆速企業の特徴
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世界で最も売れた車種となった注3。リアル
からオンラインへの行動変容が起き、モノか
らソフトウエアへ価値がシフトしていく。
こうした爆速企業の特徴は、「スピード」
と「規模」の両立である。スピードに関して
は、市場投入が速いということだけではな
い。変化に応えるプロセスやオペレーショ
ン・IT基盤を持ち、事業展開やビジネスモ
デルの変革、意思決定が迅速に行われてい
る。規模についてはデータ活用の規模が重要
となる。全社大・サプライチェーン・エコシ
ステム大でデータを駆使し、高速かつ大量の
データを基に顧客起点で価値を創造し続けて
いる、それが爆速企業である。
先のSHEIN社では、最新のファッション
トレンドをSNSやネットで追跡し、 3日以内
に生産を開始する注2。消費者が欲しがるも
のを売るのである。その背景には、AIが目
利きバイヤー兼デザイナーとして動き、中国
の中小縫製工場の生産、国内倉庫からの集中
配送プロセスが機能している。
ZOOMはピーク時には19日間で 1億人も
の利用者を拡大させた注4が、柔軟性の高い

システム基盤がそれを支えた。パンデミック
で混乱する法人・大学機関に向けた営業部隊
が配置され、セキュリティ面での懸念が上が
った際には迅速に対応するガバナンスもあっ
た。
さて、爆速企業とそうでない企業を分ける
要素は何であろうか。筆者は、「デジタル民
主化」が一つの答えになると考えている。す
なわち、自社のビジネスプロセスがデジタル
で磨かれていること、そして、事業部門にお
いて自律的なデジタル化が実現されているこ
とが重要な要素になると考えている。次章以
降では、そのデジタル民主化について詳しく
見ていきたい。

Ⅱ	デジタル民主化でどう変わるか

コロナ禍では行政手続きのデジタル化の遅
れが顕在化した。各国で制度の違いがあるに
しても、日本の給付金給付の遅さが印象に残
った。国・自治体のプロセス分断など、一連
したデジタル基盤がなかったことが要因の一
つだった。しかし、システム基盤があればよ

図2　デジタル民主化とは
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■ デジタル民主化の 4 要素（ビジネス・プロセス・データ・ガバナンス）の変革を伴う
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いかというとそうでもない。総務省がデジタ
ル給付基盤を整えたが、自治体の利用は一部
にとどまっている。事業会社でも同様に、シ
ステム共通基盤という環境を整えても、活用
を進めるためには別のハードルをクリアしな
くてはならない。すなわち「仏つくって魂入
れず」の状態からの脱却である。
デジタル民主化とは、組織全体でのデジタ
ル化の実践と定着である。デジタルを自律的
に使いこなし、業務を進化させ、その好循環
を自分たちの手に持つことである（図 2）。
民主化以前の状態では、多くの課題にあふ
れている。経営層のIT理解が不十分である、
事業部門はIT部門に丸投げする、といった
ことはその典型例であろうし、業務プロセス
が部門・部分最適に陥っていることも、多く
のCIOが指摘する課題である。前述したよう
に、データ基盤は構築したものの、データ活
用は途上にある企業が多いことの背景には、
こうした課題が解消されていないことが挙げ
られる。
デジタルは目的ではなく手段である。しか
しながら、ビジネス戦略に立脚してプロセス

変革を高速化させ、各部門が自律的にデータ
活用を進めるためには、適切な手段が必要と
なる。ノーコード・ローコードはプロセスの
高速化の一つのツールであり、アジャイル開
発は自律的なデータ活用のための手法であ
る。さらに、それらの取り組みを支えるガバ
ナンス変革も必要になる。
このように、デジタル民主化を進めるに
は、以下の 4要素の改革が必要となる（図
3）。

1 ビジネス戦略に立脚した
 デジタル戦略
まず、デジタルで達成するゴールを経営戦
略と紐づけて定義し、そのゴールに向けたデ
ジタル戦略を構築することが必要である。そ
こでは、経営層間で共通認識を持ち、CEO・
CDOの強いリーダーシップで戦略を推進す
ること、IT投資を単体のROI（投下資本利益
率）ではなく、戦略的投資と位置づけ、推進
することが求められる。
一方、経営層のデジタル戦略への理解が不
十分だと、ビジネス部門がそれぞれの都合で

図3　デジタル民主化でどう変わるか
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組み込み型のガバナンスとして標準化するこ
とが必要になる。すなわち、通常業務にガバ
ナンスを組み込んでいくことが求められる。
このように標準化されたプラットフォーム
は、攻めのガバナンスとしてデジタル民主化
のスピードアップを後押しする。

デジタル民主化では、ビジネス戦略とデジ
タル戦略の一体化が必要となり、何よりも、
このことについて経営層間での共通認識が重
要である。また、プロセス改革では、顧客起
点で全体最適化されることが求められる。そ
こでは、蓄えたデータを基に判断し、都度改
善していくようなループの構築が求められる
が、こうした改革を進めるのは、自律した事
業部門とそれと伴走するIT部門である。IT
部門は、いわば社内プラットフォームの運営
者であり、このプラットフォームを戦略に適
合させ、事業部門の声とデータとともにプロ
セスをアップデートすることが求められてい
る。

Ⅲ	デジタル民主化の実践事例

デジタル民主化を推進している好事例とし
て、ここでは次の 2つを取り上げる。

事例 1：	CDOの強いリーダーシップで民
主化

事例 2：現場で改革を推進して民主化

1つ目の事例はモデルナである。同社は、
コロナワクチン開発のトップランナーとなっ
たバイオベンチャーとして知られる。パンデ
ミックのおよそ10年前に設立したが、2020年

IT部門にデジタル化を丸投げすることも起
こり得る。その結果、IT部門が道に迷うこ
とにもなり、ゴールが遠のいてしまいかねな
い。

2 プロセス改革
顧客視点で組織横断のプロセス変革を進
め、進化するためのフィードバックループを
構築する。グループやサプライチェーンまで
含めた高度なビジネスプロセスの最適化は競
争優位性となり得る。ところが、会社・部門
統合などにより、企業の規模が大きくなる
と、部門内で最適化される傾向が見られ、そ
れがサイロ化の原因になる。その際、プロセ
ス全体を改革せずに部分変換でしのぐケース
も多く見られるが、これは問題を先送りして
いるに過ぎない。

3 データ改革
経営層やオペレーションがデータで思考・
判断するには、データが欲しいときに欲しい
形で手に入る環境と、組織全体として、デー
タを活かすというマインドセットが必要であ
る。
UXデザイナーの間では「スマホにない情
報は世界にないのと同じ」（スマホからPCサ
イトにリンクさせる事象を揶揄）といわれて
いるが、データドリブンを掲げる企業におい
ても、データに当たり前に触れられないとし
たら、そのデータは社内にないのと同じであ
る。

4 ガバナンス改革
自律した事業部門の実現に向けては、セキ
ュリティやさまざまなITリスクに対して、
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リアルに共有することで、研究開発プロジェ
クトにかかわる研究者は相互に学ぶことがで
きるようになった。
また、研究者やオペレーターにとって本質
的ではない業務もデジタル化で簡略化され
た。医薬品においては、研究・開発の過程だ
けでなく、市場に出てからも多くのテストが
行われるが、そこには付随業務も多い。たと
えば、ラベリング・情報共有・セキュリティ
管理などである。デジタル化によって、これ
らの業務が簡略化されると同時に、正確さと
スピードがアップした。また例外事例が起き
た際にも、デジタルデータに基づく適切な対
処が可能となった。情報が容易に共有される
ことで、部門横断でのシューティングができ
るようになり、サイクルタイムが短縮され
た。こうした取り組みを積み重ねて継続的に
更新されるデジタルシステムをつくり上げた
のである（図 4）。

時点では臨床試験中の医薬品プログラムを保
有するものの、 1つの医薬品も上市していな
かった医薬品メーカーである。彼らはmRNA
をベースにした創薬事業を特徴としており、
がん治療薬や自己免疫疾患薬を開発してい
た。同社のコロナワクチン開発では、過去の
ワクチンと比較して、創薬や製造プロセスが
大幅に短縮された。この成功の背景には、
mRNAという新たな手法がうまく機能した
ということが挙げられるが、もう一つの大き
な要因として、徹底的なデジタル化がある。
同社のCEOであるステファン・バンセル
氏は就任時からデジタルカンパニーを目指し
ており、創薬においても「素早く学べるか」
を重視し、プロセス改革を進めた。2015年に
着任したCDOであるマルセロ・ダミアーニ
氏とともに部門横断でデジタル化し、全社の
データ統合を強力に進めたのである。結果、
同時並行で動くプロジェクトの情報を社内で

図4　モデルナにおける生産工程のデジタル化

例）全テスト工程の容易化
ラベリング・情報共有・監査証跡など

例）例外処理のデジタル補捉
部門をまたがって分析できるようになり

シューティングの短縮

デジタルプロセスで全体をつなげてスピードアップ

部門データを統合

研究 技術開発 品質管理 臨床開発 臨床製造

出所）Harvard Business School「Healthcare Alumni Association」と各種公開情報より作成
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いところもある。
また、第 2フェーズでは、統合されたデー
タを基にAI活用を進めていった。第 1フェ
ーズのプロセス・データ統合により、多くの
構造化データが蓄積されたため、AIの活用
範囲が格段に広がっていった。たとえば、人
ではとうていできないような精緻な予測を
AIが代わりにできるようになった。この段
階になると、各部門から精度を高めるための
アイデアや課題が寄せられる。デジタル部門
のAIチームでは、そうした課題の解決に向
けたモデルを構築し、精度が十分であれば、
そのモデルをワークフローに配置する。そし
てさらにAIチームがモニタリングしながら
反復改善するスキームを確立している。モデ
ル構築は平均 6カ月かかるが、常時10～20案
件が並行して進められている（図 5）。
2020年初に組織が急拡大したが、標準プラ
ットフォームを横展開することでスムーズな
立ち上げができた。デジタル部門は、中央か

これらを進めるうえで、CDOがCEOとと
もに強力なリーダーシップを発揮したことが
同社のデジタル民主化の特徴である。同社
は、デジタル民主化を大きく 2段階（第 1フ
ェーズは統合・自動化、第 2フェーズはアナ
リティクス・AI）で進めた。第 1フェーズ
ではすべてのプロセスを定義し、デジタルに
合うように再設計した。部署ごとに濃淡をつ
けたうえで、可能な限りクラウド・SaaSを
導入して標準化を進めることで業務の自動化
を推進した。
その際、まずは小さなチーム単位でミスし
やすい手作業を対象に自動化を進めた。手作
業は作業ミスを生み、データに誤りが入り込
んでしまうが、そうするとデータから正しく
学ぶことができなくなるからである。自動化
の進捗は、全社KPIとして管理している。
2020年時点では60～70％、2024年時点ではプ
ロセスが拡大した中で、全体として70％の進
捗を維持しており、部門によっては100％近

図5　モデルナにおける統合されたデータを基にしたAI活用
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■ プロセス・データ統合により大量の構造化データを蓄積
■ AI代替により、正確さとスピードを大幅に向上

●平均 6 カ月、速いものは 1 カ月でモデル構築。その後も反復改善を行う
●例）専門性の高いオペレーターの品質チェック作業をAIモデルで代替
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自動設定するといったサービスを実現してい
る。
同社の新ビジネス創出の背景にも、デジタ
ル民主化が大きく寄与している。その関係性
を 3つの観点から説明したい。
1つ目は、デジタル戦略の位置づけを明確

化したことである。同社は2012年以降、グロ
ーバル家電企業からエコシステム企業への戦
略転換を進めていった。具体的には、UXや
マスカスタマイゼーションを成長エンジンと
するプラットフォーマーを志向している。こ
れはデジタル戦略そのものである。実現に当
たっては、まず組織体制の変革に着手し、ヒ
エラルキー組織からマイクロエンタープライ
ズ型組織（小集団）へ移行することで、イノ
ベーション・デジタル化を促進していった。
マイクロエンタープライズ（以降はMEと略
す）は、10～15人体制で、それぞれの業務に
おける目標や契約内容はルール化されてい
る。各メンバーは顧客ファーストで活動を進
め、一定の裁量を持ちつつ、自らが主体的に
考えて動いている。たとえば、事業部門のフ
ロントMEでは、既存事業の革新や新規事業
立ち上げの役割を担うが、その際、各部門の
ME（設計・生産・物流・ITなど）らと部門
間調整することなく機動的に連携する（図
6）。
2つ目はプロセスの高速化である。家電カ

スタマイズ事業では、当初は、フロントだけ
で業務システムを整えても、社内の管理や支
援機能との連携不足に加え、基幹系システム
と業務システムが断片化した状態にあるた
め、プロセス高速化の実現が難しい状況であ
った。これを打破するために、各MEがフロ
ントと基幹系システムの間にミドルプラット

ら管理するというスタンスではなく、事業部
門とともに業務を進めていった。彼らは事業
部門が行う隔週の戦略会議に参加し、そこで
得られた情報をコラボレーションのためのイ
ンプットにしている。筆者がインタビューを
した際、デジタル部門のチームリーダーが
「私たちはビジネス部門にエンベデッドされ
た（組み込まれた）リソースである」と話し
ていたことが印象的であった。
創薬事業では、研究・開発のスピードが業
績に直結する。スピードアップの実現（≒爆
速化）においてモデルナは、徹底的なデジタ
ル化と、データで互いに学ぶことができる仕
組みを整えることによって、ムダ・ムリを排
除しながら、品質の向上を図っているのであ
る。

2つ目の事例は、白物家電を主要商材とす
る世界最大の家電メーカーのハイアールであ
る。同社は、日本の三洋電機や米国GEアプ
ライアンスを買収しながら、事業規模を拡大
し続けている。
ハイアールは、多彩な家電販売とカスタマ
イズ注文に力を入れていることが特徴であ
る。たとえば、冷蔵庫については、冷凍庫と
冷蔵庫の配置、大きさ、デザイン、色を自分
の好みで選ぶことが可能である。日本では家
電のカスタマイズは一般的ではないが、グロ
ーバルでは年間7000万件ものカスタマイズ注
文の需要があるといわれる。
また、彼らはパートナーと提携して新サー
ビスを創出している。たとえば、衣料メーカ
ーとのRFIDを使った取り組みにおいては、
ハイアールの洗濯機に洋服を入れるとRFID
からの情報を基に洗濯機が最適なメニューを
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3 つ目はデータ改革である。COSMOPlat
には生産プロセスやサプライヤー、顧客に関
するデータが蓄積され、こうしたさまざまな
データから、次の商品開発のマーケティング
が可能となっている。また、効率性という観
点では、顧客データを次の生産計画へ反映さ
せている。具体的には、エアコンに対するク
レームが大きかったエリアでは、そうした情
報を基にリアルタイムで故障の予測を行い、
予防措置を講じることで、クレームの75％を
削減したといわれている。またカスタマイズ
注文に対しても、その時点での稼働データを
基にサプライヤーを柔軟に選定でき、現実的
なスケジュールでの生産、調達が可能となっ
た。こうしたデータは、同社の各部署やサプ
ライチェーンで同時に参照可能であり、デー
タから学び・活かす好循環がそこにある（図
8）。
このようにデジタル化が爆速で進行する中

フォーム（COSMOPlat）を整備し、情報を
連携していった。さらに基幹系で不足する機
能や業務をそこに配置していくことでプロセ
スが次々と磨かれ、高速化が実現されていっ
た。現在、このミドルプラットフォームに
は、CRM・製造システム・IOTが統合され
ている（図 7）。
このミドルプラットフォームには、現在、
自社だけでなく、数千のサプライヤーも順次
接続されている。結果、数千社のサプライヤ
ーがデジタル系列化され、サプライチェーン
大で効率的な調達と生産性向上、スピードア
ップを実現している。
さらにハイアールは、このエコシステムの
持続的な発展を図るため、プラットフォーム
上で取引をするサプライヤーから手数料を取
っている。また、COSMOPlatは現在外販も
され、エネルギー・自動車など10業界、16万
社に導入されている。

図6　ハイアールにおけるマイクロエンタープライズ型組織

■ 事業部門のフロントMEは、既存事業の革新や新規事業の立ち上げを担う
■ その際、社内の各部門のME（設計・製造・IT・HRなど）は柔軟に取引できる

ヒエラルキー マイクロエンタープライズ型組織（ME）

パートナー

● MEは10～15人体制で、ME数は4,000以上
● MEの設立や解散は自由
●目的のために個々のME・外部リソースを動員
●目標設定・社内契約・相互調達手法はルール化

新規サービス 既存事業 …

……

…

パートナー
パートナー

財務
製造

IT

フロントMEフロントME

出所）Zhang Ruimin CEO, Haier Group 2019 Global Peter Drucker Forum
 Harvard Business Review “The End of Bureaucracy”（November–December 2018）などより作成
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業が拡大していくと事業部門が傘下にITチ
ーム（サテライトのデジタル部門）を置き、
自律してアプリ開発やデータ分析を担当す
る。中央のデジタル部門はサテライトと連携
を取りながらガバナンスを効かせる。サプラ

で、デジタル部門は中央とサテライトのハイ
ブリッドで事業部門を支援するようになっ
た。中央のデジタル部門は、主に新規事業や
大型案件の開発を担う。高いプラットフォー
ム構築力を活かして事業立上げを支える。事

図7　ハイアールにおける組織横断での対応を実現するミドルプラットフォーム

■ 当初は、社内の各種管理や支援不足、基幹系システムネックで実現が難しい状況だった
■ ミドルプラットフォームを置くことで、部門横断で情報連携し、対応を可能にしていった

マスカスタマイゼーションにおけるシステム環境変遷

フロント
エンド

バック
エンド

フロント
エンド

バック
エンド

ミドル
エンド

フロントME
（自立でアプリ開発）

設計 製造 調達 設計 製造 調達IT

フロントMEチーム
（ミドルプラットフォームを活用）

柔軟性に欠ける基幹システムが、
進化が激しいフロントチームの業務と
噛み合わず、システム支援が難しい

COSMOPlat
デジタルツイン＋ スマート製造
CRM MES ERP IoT

デジタル
（IT）

図8　ハイアールにおけるデータ起点での新製品開発・生産性向上

■ ユーザーの動的データから、次のサービス・改善につなげる仕組みを構築
■ サプライヤーを含めた生産データから、さらなる合理化とスピードアップを図った

顧客のフィードバックやデータを活用し、 
個々のニーズから次の製品に活かす

顧客データをリアルタイムで分析し、生産計画に反映

製品のリアルタイムモニタリングで故障予測し、
ユーザーのクレーム率を75％削減

カスタマイズ受注時点で、
サプライヤー選定し、柔軟なスケジューリング

新商品のアイデアの時点で、
サプライヤーとの技術マッチング、生産シュミレーション

顧客中心のアプローチ

COSMO
Plat

設計
製造
調達
販売
保守

サプラ
イヤー

顧客

効率性

生産の柔軟性

出所）COSMOPlat Webサイト、各種公開情報より作成
https://www.haier.com/global/haier-ecosystem/cosmoplat/
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ルが明確であったことが共通している。そう
した状況の下、両社はデジタル民主化に向け
て、プロセス改革とデータ改革を組織横断で
推進していった。
業界により市場変化のスピードは異なるも
のの、技術の進展のスピードは加速し、労働
力不足が深刻な状況にあることは共通してい
る。
自社のデジタル化を進めるに当たっては、
今一度、現在位置と方向性・ルートを見直
し、そのことについて経営層間で共通認識を
持っておきたい。経営層は現在位置を高速だ
と思っていても、現場ではデジタル化が遅れ
ているとの認識かもしれない。
前述したデジタル民主化に必要な 4要素
と、先進事例の考察結果を基に、ここでは、
デジタル民主化の要諦をまとめたい。具体的
には次の 4つが挙げられる（図 9）。

イチェーンやパートナーが使うプラットフォ
ームは、セキュリティやプライバシー管理が
重要となるが、プラットフォーム構築の初期
段階でアーキテクチャーやセキュリティなど
を組み込むことでこれを担保している。ま
た、最新のベストプラクティスに関するデー
タを順次組み込むことにより、プラットフォ
ーム自体も持続的にアップデートしているの
である。

Ⅳ	デジタル民主化の要諦

超高速化社会においては、いまの場所にと
どまっていれば、知らず知らずのうちに遅れ
を取ることになる。外部環境の変化に柔軟に
応える変化力が必要である。モデルナとハイ
アールは、それぞれの業界内でも先進的な取
り組みを行っているが、デジタル戦略のゴー

図9　デジタル民主化の道筋

高速 爆速

コネクテッド

ビジネスプロセス
（スピード）

データ（規模・範囲） 

プロセス
統合

CEO／CDO
オーナーシップ

デジタル
系列化

プラット
フォーム化

ME推進
 （顧客起点）

AI化

デジタルカンパニー
モデルナ

エコシステム拡大
ハイアール

ビジネス プロセス データ ガバナンス民主化パッケージ
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①ビジネス戦略とITデジタル戦略を一体
化させ、ゴールを明確にして突き進む
②デジタル化でプロセスを持続的に磨き、
一過性ではない改善の好循環をつくる
③組織を越えてデータ活用を進める
④自主自律した部門に向けて組み込み型の
ガバナンスを進める

日本固有の特徴として、品質への要求が高
く、失敗の許容度が低いことが挙げられる。
そのため、現場では長い年月をかけて独自に
業務が高度化・属人化しているケースがあ
る。これに対し、社内のデジタル世代では、
年長者を有識者として、彼らと同じやり方に
固執することに閉塞感を感じている可能性が
ある。サイロ化した中にいれば、デジタル世
代はあきらめて同質化してしまうか、その組
織を去るか、どちらかを選ぶこととなろう。
9Xプロブレム（ナインエックスプロブレ
ム）という理論がある。現状は 3倍よく見
え、新しいものは 3分の 1の価値に見える、
新サービスへの移行や業務変革は 9倍優れて
いないと共感が得られない、というものであ
る。だからといって、 9倍優れたものをつく
るのは費用対効果に見合わない。現状を打破
し、デジタル民主化に向けて、新たに改革を
進めることは、高いハードルを幾度も超えて
いくことにほかならない。そのリーダーとな
るCIO／CDOには、そのことを認識し、覚悟

とコミットを持って推進していくことが求め
られる。その道筋は険しいが、前述した要諦
を参照すれば、ハードルは幾分か低くなるの
ではないか。
民主化は一日でならず。CIO／CDOには、
データや社員のポテンシャルを解き放ち、デ
ジタル民主化をリードしていくことを期待す
る。

注

1	 独調査会社のスタティスタによると、SHEIN社
の2022年の売上高は227億ドル（約 3兆3000億
円）に上る

	 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC09	
1550Z01C24A0000000/

2	 中泰証券「ブランド出海シリーズ報告・SHEIN
編」（2021/12/14）、出所：国海証券「SHEIN：
大音希声」（2023/12）、36Kr「グローバル戦略
シリーズ」（2023/ 4 /14）

3	 スマートモビリティJP「車名別世界新車販売ラ
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